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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タンザニア連合共和国は農業が主要産業であるにもかかわらず、近年は農村人口の都市部への

流出、農地の荒廃、生活基盤の悪化と、それらの相乗作用による貧困化が進行している。これに

対処するには、住民が主体となった持続的地域開発を推進する必要があるため、タンザニア政府

は、同国唯一の国立農業大学であるソコイネ農業大学に地域開発センターを設置するとともに、国

の環境に適した独自の地域開発手法を確立し、農村地域の貧困問題の解消をめざしたいとして、我

が国にプロジェクト方式技術協力を求めてきた。

　これを受けて国際協力事業団は1997年から基礎、事前、短期各調査を重ね、1999年（平成11

年）３月20日から同30日まで、京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究科教授 掛谷誠氏を団

長とする実施協議調査団を現地に派遣した。この結果、同調査団が署名を取り交わした討議議事

録（R/D）に基づき、1999年５月１日から５年間にわたり「ソコイネ農業大学地域開発センター」

プロジェクトが実施されることになった。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものと、1998年10月に派遣した本案件

短期調査員の報告書を併せたもので、プロジェクトの展開にあたって、関係各方面に広く活用さ

れることを願うものである。

　ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力頂いた外務省、文部省、在タンザニア日本国大使館な

ど、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後も一層のご支援をお願いする次第

である。

　平成11年４月
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１．１．１．１．１．実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タンザニア連合共和国では人口の84％が農業従事者であり、国民総生産の57％を占める農業は

主要産業である。しかしながら、同国では近年、地方から都市への人口流出による農村地域の人

口減少や、生活水準の悪化に伴う貧困化が進んでいる。これに対処するには、住民の生計向上と

生活改善をめざすと同時に、環境と開発の両面に配慮しつつ、持続性のある地域開発を推進して

いく必要がある。我が国はこれまで、京都大学の協力を得て国立ソコイネ農業大学において研究

協力（1994～ 1997）を実施し、タンザニア国の自然条件に適した在来技術の評価を行っており、

その研究結果は有効な地域開発手法としてタンザニア側から注目されてきた。

　こうした事情を背景にタンザニア政府は、研究協力の成果を発展させるべく、ソコイネ農業大

学に地域開発センターを設立し、独自の地域開発手法の開発により貧困解消をめざしたいとして、

我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。同センターは、モデル地区を設定し、実証

研究を通して在来技術を多様な側面から評価するとともに、村落レベルの生活・生産システムの

改善に寄与する独自の地域開発手法を確立し、併せて近隣諸国との情報交換の拠点となることが

期待されている。

　この要請を受けた国際協力事業団は、1997年10月に基礎調査団を派遣してプロジェクト方式技

術協力の可能性を検討したのをはじめ、1998年５月には事前調査団の派遣により先方の実施体制

と協力の範囲などを確認し、さらに同年10月には短期調査員を派遣して協力内容の詳細、双方の

取るべき措置などを協議してきた。

　これらの調査によって、タンザニア国の貧困対策支援に資する本件技術協力の必要性、緊急性、

熟度等が確認されたことから、今回実施協議調査団を派遣し、協力内容の最終的な協議を行って

討議議事録（Record of Discussions: R/D）の署名を取り交わした。

　本調査の主な内容は、以下のとおりである。

(1) R/D案の協議及び合意

１）マスタープランの確定

(2) 暫定実施計画（TSI）の協議及び合意

１）TSIの確定

(3) 初年度計画の協議

１）平成11年度詳細活動計画の策定

(4) タンザニア側実施体制の確認

１）実施責任機関の明確化

２）タンザニア側実施体制整備の促進



－2－

３）施設建設計画の確認

４）カウンターパート配置の現状及び配置予定の確認

５）タンザニア側ローカルコストの予算の確認

(5) 治安状況・安全対策を含む生活・勤務環境

１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

　1999年（平成11年）３月20日～30日（11日間）

担当分野 氏　　名 所　　　　　属
総　　括 掛谷　　誠 京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科教授
地域開発 小林愼太郎 京都大学大学院農学研究科教授
参加型開発 戸田　隆夫 国際協力事業団国際協力専門員
協力企画 上田　智子 国際協力事業団社会開発協力部ジュニア専門員

日順 月日 曜 調　　査　　内　　容 宿 泊 地
１ 3/20 土 成田 SR169（12:50）～（17:35）チューリッヒ SR292（20:40）～

関空 SR163（12:50）～（17:30）チューリッヒ SR292（20:40）～
機内泊

２ 　21 日 ～ダルエスサラーム（8:20）団内打合せ ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ
３ 　22 月 10:30　JICA事務所打合せ

11:30　大使館表敬
14:00　移動（ダルエスサラーム～モロゴロ）

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

４ 　23 火  9:30　ソコイネ農業大学表敬
10:00　ソコイネ農業大学との協議
14:30　モロゴロ州知事表敬

モロゴロ

５ 　24 水  9:00　プロジェクトサイト視察
14:00　ソコイネ農業大学との協議
16:30　R/D、ミニッツ署名・交換

モロゴロ

６ 　25 木  8:00　モロゴロ市生活事情調査
10:00　移動（モロゴロ～ダルエスサラーム）
14:00　科学技術高等教育省表敬

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

７ 　26 金 14:00　科学技術高等教育省大臣表敬
14:30　大使館報告
15:30　JICA事務所報告

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

８ 　27 土 （掛谷、小林、上田）
報告書作成

（戸田）ダルエスサラーム TC767（7:15）
～ヨハネスブルグ（11:30）

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

９ 　28 日 ダルエスサラーム（10:00）
～チューリッヒ（19:00）

ヨハネスブルグ ﾁｭｰﾘｯﾋ

10 　29 月 チューリッヒ（14:00）
～（掛谷、小林）
チューリッヒ（14:00）
～（上田）

ヨハネスブルグ 機内泊

11 　30 火 関空（8:40）
成田（8:40）

ヨハネスブルグ

12 　31 水 ヨナネスブルグ
13 4/ 1 木 ヨハネスブルグSA288(19:55)～バンコク(14:20)
14 　 2 金 バンコク JL718（22:30）～
15 　 3 土 成田（6:20）



－3－

１－４　主要面談者

(1) 科学技術高等教育省

　Mr. Pius Ng'wandu Minister

　Mr. Abdallah Ngororo Permanent Secretaty

(2) ソコイネ農業大学

　Prof. A. B. Lwoga Vice Chancellor, SUA

　Prof. P. M. Msolla Deputy Vice Chancellor and Acting Vice Chancellor, SUA

　Prof. R. C. Ishengoma Acting Deputy Vice Chancellor and Dean,

Faculty of Forestry and Nature Conservation

　Dr. R. M. Wambura Acting Registrar and Director,

Institute of Continuing Education

　Prof. L. D. B. Kinabo Director, Directorate of Research and Post Graduate Studies

　Dr. D. Kapinga Director, Development Studies Institute

　Prof. R. L. B. Kurwijila Coordinator, Basic Science Unit

　Mr. S. S. Mbwana Acting Director, SokoineNational Agricultural Library

　Prof. D. F. Rutatora Task Force Member

(Head, Dept. of Agric. Education & Extension)

　Dr. G. C. Monela Task Force Member (Head, Dept. of Forest Economics)

　Prof. E. Batamuzi Acting Dean, Faculty of Veterinany Medicine &

Public Health

　Dr. E. N. Mwampamba Acting Dean of Students

　Dr. R. P. C. Temu Associate Dean, Faculty of Forestry & Nature Conservation

　Dr. R. L. Massawe Task Force Member (Acting Chief Planning Officer)

　角田　　学 個別派遣専門家

(3) モロゴロ州

　Ms. N. A. Sumari Regional Administrative Secretary

(4) 在タンザニア日本国大使館

　太田　裕造 公使

　田港　朝彦 二等書記官

(5) JICAタンザニア事務所

　中井　信也 所長

　古川　光明 次長

　洲崎　毅浩 所員
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　本実施協議調査団は、1999年３月20日から同30日まで、タンザニア国で「ソコイネ農業大学

地域開発センター」プロジェクトに関する協議・調査を行った。その結果相手国側とプロジェク

トのマスタープラン、実施体制等、協力内容の詳細について合意し、討議議事録（R/D）ミニッツ

（プロジェクト・デザイン・マトリックス及び暫定実施計画を含む）の署名を取り交わした。

　これにより「ソコイネ農業大学地域開発センター」プロジェクトは、1999年５月１日から５年

間の協力期間で、地域の伝統的な知恵と近代的な技術を結合した新しい方法論を実践的に展開す

ることとなった。

　技術協力のあらましは以下のとおりである。

(1) 目的：「ソコイネ農業大学地域開発センター（SCSRD）」は、独自の持続可能な地域開発手

法（SUA手法）の確立をめざし、モデル地区２地域で実践活動を行って、地域住民の生活水

準向上を図るとともに、同国の貧困解消政策に資する。

(2) 日本側の投入：長期専門家を最大５名（チーフアドバイザー、業務調整、社会経済、資源

管理、環境保全）、短期専門家は必要に応じて派遣するとともに、カウンターパートの日本研

修を年間２～３名に対して行い、さらにプロジェクトに必要な機材を供与する。センター設備

については基盤整備費を活用して研究室・実験室を建設することが、R/Dに記載された。

(3) タンザニア側の投入：SCSRDセンター長をはじめ、地域開発へのアプローチを行う３セ

クション（社会経済、資源管理、環境保全）に適切なカウンターパートの配置を行うととも

に、センター運営のための予算措置など、プロジェクトに必要な措置を講ずる。

(4) プロジェクト実施体制：ソコイネ農業大学学長がプロジェクトダイレクター、SCSRDセン

ター長がプロジェクトマネージャーとなり、日本人長期専門家のチーフアドバイザーはこれに

助言する。日本人専門家はタンザニア側カウンターパートに必要な技術移転を行う。プロジェ

クトの円滑な実施を図るため、日本・タンザニア双方の構成員による合同運営委員会（議長・

ソコイネ農業大学学長）を設置する。

　タンザニア側は既にセンター長としてソコイネ農業大学のマッテー教授を発令するなど、準

備を整えているほか、厳しい財政事情の中で予算確保に最大限の努力を払っている。プロジェ

クトは伝統的な知恵と近代的技術の結合という点で、ODAの新しいあり方を体現するポテン

シャルを持っているので、これを実らせるために新しい発想を尊重し、地域住民のペースに

合ったプロジェクトの展開が期待される。
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３．３．３．３．３．討議議事録等の交渉経緯討議議事録等の交渉経緯討議議事録等の交渉経緯討議議事録等の交渉経緯討議議事録等の交渉経緯

３－１　協議の経緯

　調査団は、これまでの先方との協議結果に基づき３月24日、モロゴロ州にあるソコイネ農業大

学構内において、先方実施機関であるソコイネ農業大学のルオガ学長との間で本プロジェクト実

施のための討議議事録（R/D）及びミニッツの署名を完了した。

(1) タンザニア国関係機関との協議等

１）調査団は、グワンドゥ科学技術高等教育省大臣（元駐日大使）、ゴロロ同省次官及びスマ

リモロゴロ州副知事をそれぞれ表敬訪問し、先方からは、日本側の本件コミットメントに対

する謝意表明とともに、本プロジェクトが円滑に実施されるように全面的に支援する旨の発

言があった。また、本プロジェクトが、①タンザニア国の伝統的な知恵と近代的な技術の結

合による新しい方法論を実践しようとしていること、②従来のセクター別のアプローチでは

なく総合的な視点に基づく村落開発をめざしていること及び ③ボトムアップ型の住民参加型

手法を重視していることの３点について極めて高く評価し、これに対する日本側のコミット

メントに謝意を表すとともに、その成功のためにタンザニア国関係者として全力を尽くした

い旨コメントがあった。

　R/Dの署名にあたり、当初は科学技術高等教育省次官のwitnessとしての署名が予定され

ていたが、これは先方の都合その他の事情で行われなかった。しかし、上述のとおり同次官

本人のみならず大臣からも直接、「本件プロジェクトを円滑に実施するために全面的に支援

する」旨コミットメントを得ており、witness署名のなかったことが今後の実施に支障を来

すものになるとは考えがたいというのが、調査団と先方関係者（同省及びソコイネ農業大

学）の一致した見方である。

２）本プロジェクトは、対タンザニア協力の重要な拠点として今後発展が期待されるのみなら

ず、伝統的な知恵と近代的な技術の結合による新しい方法論を実践的に展開しようとしてい

る点で、まさにODAの新しいあり方を体現する好例となるポテンシャルを有しているが、

これを顕在化させるためには、新しい発想を尊重し、かつ地域住民の自律的な発展のペース

を尊重しながら、大切に育てていくべきとの点でタンザニア側と調査団側の意見が一致し

た。

(2) ソコイネ農業大学との実施協議等

１）ルオガ学長及びムソーラ副学長並びにその他ソコイネ農業大学関係者からは、①ソコイネ

農業大学建学の趣旨は、初代名誉学長でもあるニエレレ元大統領が1984年の大学設立（ダ
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ルエスサラーム大学から分離）に際して明確にしているとおり、村落地域住民の伝統に学

び、かつこれを発展させた成果を住民の生活向上に還元していくというものであるが、本プ

ロジェクトがこの趣旨にまさに合致したものであること、及び②本件プロジェクトの実施に

際しては、タンザニア側としてのオーナーシップと責任を自覚して、具体的な成果をめざし

ていきたい旨、繰り返し強調された。

２）R/Dの内容に関しては、プロジェクト基盤整備費の適用についての言及を含め、当方が提

示した案に基づき、当初対処方針のラインにより議論が進めれらたが、プロジェクトの円滑

な実施と将来に向けての発展可能性を踏まえ、ソコイネ農業大学において、特に若手のス

タッフの確保が重要であることを双方が確認した旨、別途ミニッツに記載されることとなっ

た。

３－２　調査結果

(1) タンザニア側実施体制

１）プロジェクト運営体制

　実施機関であるソコイネ農業大学は、機構上は科学技術高等教育省の管轄下に位置づけら

れているが、実態上はほぼ独立機関として機能している。予算については、大蔵省に直接要

求し承認を受ける独立予算要求形態であり、通関手続き、日本人専門家に対する特権、免税

などについてもソコイネ農業大学長の権限により必要な措置を取ることが可能とされてい

る。

２）地域開発センター（SUA Centre for Sustainabable Rural Development: SCSRD）

　ソコイネ農業大学はこれまでの日本側との協議結果（基礎調査団、事前調査団、短期調査

チーム）を受けて、地域開発センターを大学内で各部と同格の機関として位置づけるために

必要な措置を完了しており、同センターは既に大学理事会（Council）において学内の独立

した機関として正式に認可されている。センターの内部はセンター長、３セクション（社会

経済、環境保全、資源管理）、情報ユニット及び事務部門で構成されることになっている。セ

ンター長は、大学の最高責任者である学長が任命し、大学評議会（Senate）の承認を経て

決定されるが、これについては、学長が1999年２月18日付のレターにてソコイネ農業大学

教官であるPzof. A. Z. MatteeをSUAセンター（SCSRD）のダイレクターに任命した。1999

年の６月30日まではActing Directorとなり、７月以降にDirectorになる予定であるが、こ

れは、農学部長選・学科長選や他の機関のダイレクター任命が７月に行われるのを配慮し、

横並びにするための措置である。Prof. A. Z. Matteeは、研究協力時のカウンターパートで

あり、本プロジェクト形成のために編成されたタスクフォースメンバーの中核として重要な

役割を担ってきたことからも、センター長として適任者といえる。
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３）カウンターパート配置

　前述したセンター長に加え、３セクションには教授クラスを１名配置し、ジュニアスタッ

フについては、３セクション及び情報ユニットに各１名常駐させるとしている。先方は、教

授クラスの３名について、大学の人員不足もあり常駐を困難としているためこれについては

兼任とすることとした。また、本プロジェクトにおいては、さまざまな分野の学際的な現地

調査が不可欠となるため、大学側は大学全体〔４学部（農学部、獣医学部、林学部、理学部）

と５つの研究機関等〕からの全面的な協力を約束している。その他、事務部門は、事務官

（１名）、技官（１名）、秘書（２名）、事務補佐官（１名）、運転手（３名）の計８名の人員

が配置されることになる。

４）予算

　ソコイネ農業大学は、1999 年７月からスタートする1999/2000 予算年度については、

表１、表２のとおり大蔵省に申請をしている。間もなく承認額が決まる予定であるが、タン

ザニア側はほぼ要求どおりの金額が認められる見込みであるとしている。

№１・・・主にセンター運営に恒常経費。表２にある初年度（1999/2000）の運営費見積

9,400万タンザニアシリング（日本円で約1,700万円。１円≒5.6タンザニアシリング）

の約半額をタンザニア側で負担し、残りの4,900万タンザニアシリングの支援を日本側

に求めている。

№２・・・既存施設の修復費用2,900万タンザニアシリング（日本円で約520万円）。セ

ンターの一部として既存施設を利用する計画であり、主に情報ユニットのセミナー室、

展示室、コンピュータールーム、集会所等として機能するための施設修復について、タ

ンザニア側が負担することとしている。

№３・・・スタッフ（カウンターパート、事務員）人件費

№４・・・電気、水道、通信等

表１　Estimate of SUA's Contribution for 1999/2000

　このように、タンザニア国の厳しい財政事情にもかかわらず、ソコイネ農業大学は予算確

保に最大限の努力をしており、先方のプロジェクトに対する期待、オーナーシップは非常に

No Description of Item Estimate (TShs)
1. Proposed Recurrent Budget for SCSRD 47,000,000
2. Development Budget 29,000,000
3. Staff Salaries

(4 Senior Staff, 8 Junior Staff, 3 Administrative Staff)
36,200,000

4. Basic Utilities (Electricity, Water, Internet, etc.) 5,000,000
Sud-total 117,200,000
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高いといえる。今後、タンザニア側の見積りを基に日本側の対応を検討し、同国の財政事情

を勘案しつつ手厚いローカルコスト支援を確保する必要があろう。

表２　Fiscal Expenditure Estimate for 1999/2000 (Running Cost)

(2) プロジェクト内容及び今後の取り組み

１）協力期間

　1999年５月１日から５年間

２）プロジェクト内容

　ソコイネ農業大学に地域開発センターを設置し、２か所のモデル地区での実践活動を通し

て地域の実態把握をすると同時に、関連情報収集、事例分析などを行い、独自の地域開発手

法を開発する。同センターは、これらの地域開発へのアプローチを行う３セクション（社会

経済、環境保全、資源管理）とそれを統括する委員会及び情報部門から構成される。モデル

No Description of Item Estimate (Tshs)
1. Office Running Cost
　①Stationaries
　②Printing Photocopy
　③Communication (Tel/Fax, E-mail, Stamps, etc.)
　④Vehicles Insurance
　⑤Local Employment/Temporary Labor
　⑥Maintenance of Offices
　⑦Meetings including Academic Seminars

30,000,000
3,000,000
1,300,000

12,000,000
3,500,000
4,800,000
3,000,000
2,400,000

2. Vehicle Maintenance and Fuel
　①Diesel/Petrol and Lubricants including Field work
　②Car Maintenance and Spares
　③Tyres

20,000,000
8,000,000
6,000,000
6,000,000

3. Field Operations of
　Socio-economy Section
　Resource Management Section
　Environmental Conservation Section
　①Maintenance of Field Labs (Outreach Stations)
　②Field Experiments
　③Model Projects
　④Farmers' Seminars at the Field
　⑤Field Surveys and Extension Activities

36,000,000

5,000,000
12,000,000
10,000,000

6,000,000
3,000,000

4. Information Unit
　①Publication
　②Purchase of Documents
　③Network Activities
　④Assembling of Audio-visual Materials
　⑤Advertisement Activities

8,000,000
4,000,000
2,000,000

700,000
800,000
500,000

Sub-total 94,000,000
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地区にはOutreach Stationを設置し、ジュニアスタッフが常駐しながら地方自治体や住民

との連携を保つことにしている。

３）活動実行計画

　５年間の活動は、独自の持続可能な地域開発手法（SUAメソッド）の開発をめざし、２

か所のモデル地区（ムビンガ地区、ウルグル地区）において実践を行う。

①ムビンガ地区・・・本プロジェクトの背景となっている研究協力プロジェクトの成果で明

らかにしてきた当該地区の自然環境、歴史、在来技術、社会構造、経済システムなどを基

に、地域開発の実践を試みる。初年度は、モデル村の選定や研究協力時の調査結果の見直

しなどを中心に、パイロットプロジェクトにつなげるための準備活動を行う。

②ウルグル地区・・・本プロジェクト開始にあたり、新たに設定したモデル地区である。ム

ビンガ地区における経験、アプローチなどを踏まえ、住民との関係づくり、実態調査など

を行い、協力期間後半でパイロットプロジェクトを通して、実践活動を行う。

③センター・・・上記２か所のモデル地区における調査・実践の活動プロセスや関連情報・

事例などを同センターに蓄積し、同国の地域開発の拠点として機能することをめざす。ま

た、住民、地域開発実践者を対象にした意見交換、セミナー、ワークショップなども実施

し、関連情報収集・発信も行う。

４）日本側投入計画

①専門家

　長期専門家:最大５名(チーフアドバイザー、業務調整、社会経済、資源管理、環境保全)

　初年度については、チーフアドバイザー、業務調整が1999年５月に着任し、プロジェ

クトの基盤を整備する。続いて９月ごろをめどに資源管理、環境保全分野で２名を派遣す

る予定である。社会経済については、初年度は短期専門家で対応し、次年度以降長期専門

家を派遣する計画である。

　短期専門家：毎年必要に応じて派遣する。初年度については５～６名を予定。

②カウンターパート研修

　年間２～３名

　初年度については２名（大学教育/地域研究、情報処理）を予定。

③機材供与

　フィールド調査用機材(車両含む)、実験用機材、情報処理機材、視聴覚機材など

　初年度については、車両を含むモデル地区調査用機材及び一部実験用機材を中心に調達

を計画している。

④施設整備

　同センターについては、ソコイネ農業大学内の敷地を確保しており、タンザニア側の負
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担により既存施設の修復が行われるほか、各セクションの研究室や実験室をプロジェクト

基盤整備費により新たに建設する予定である。本調査団が締結したR/Dにおいて、プロ

ジェクト基盤整備費で対応する旨記載している。初年度に設計、建設を行う計画である。

５）専門家勤務・生活環境

　プロジェクトサイトとなるソコイネ農業大学が位置するモロゴロ地区は首都ダルエスサ

ラームに比べ比較的治安は良いが、タンザニア国においては、1998年に日本人専門家殺害

事件も起こっており、細心の安全対策を講じる必要がある。専門家の住居は可能な限り大学

が提供する予定であり、現在、日本人専門家用住居を確保するため、大学側に教官用住宅を

申請中である。しかしながら、必ずしも状態の良好な住宅が確保できるとは限らず、状況に

応じて、鉄格子、窓枠などを整備する必要がある。
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４．４．４．４．４．プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点プロジェクト実施上の留意点

(1) 本プロジェクトは、対タンザニア協力の重要な拠点として今後発展が期待されるのみなら

ず、伝統的な知恵と近代的な技術の結合による新しい方法論を実践的に展開しようとしている

点で、まさにODAの新しいあり方を体現する好例となるポテンシャルを有している。しかし、

その性格からして、日本の知見をそのまま持ち込むようなやり方では所期の目的を達成するこ

とができない。このような観点から、今後本プロジェクトを実施し発展させていくに際して

は、当該地域住民の視点に立つ新しい発想を尊重し、かつ彼らの自律的な発展のペースを尊重

しながら、大切に育てていくべきである。

　他方、当然のことながら、本プロジェクトに対する投入に見合った具体的な成果を上げるた

めに、常に実践的な立場からこれを問い続ける作業も不可欠である。現時点における具体的な

素材として、ミオンボウッドランド農業生態総合研究に係る協力の成果、特に環境保全型のン

ゴロ（Ngoro）農法及び同農法を基軸とするマテンゴの住民生活に関する調査研究の成果が、

本件先方実施機関となるソコイネ農業大学の主体的な努力と、現在個別専門家として派遣中で

本件プロジェクトリーダーとなる予定である角田専門家及びその他日本側関係者の的確な指

導・支援により確実に承継されている。

　また、これに関し、「具体的な」成果とは必ずしも言いがたいが、日本のODAがこのよう

な先駆的な取り組みを、単に理念のみではなく、具体的に行おうとしていること自体価値があ

る。その点で、本件プロジェクトの進展を慎重に見極めながらも、しかるべきタイミングと方

法で、日本及びタンザニアの国内のみならず、それら以外（例えば国際援助機関や他国の援助

機関）にも積極的な広報を行っていくことが望まれる。

(2) 上記(1)のような基本認識を踏まえ、今後のプロジェクト運営に関し留意すべき主な点は以

下のとおりである。

１）プロジェクト目的の管理については、詳細に至るまで当初から枠をはめるのではなく、協

力の進展に応じて柔軟かつ機動的に行い（Learning Process Approach）、常に実践的な視

点から協力活動のダイナミックな進展ができるようにすること。特に、既往の技術移転型の

アプローチやセクター別のアプローチを所与とするのではなく、地域住民の視点から住民参

加型のアプローチ及び包括的なアプローチを堅持すること。

２）他のスキーム（協力隊等）や既往の案件との連携は基本的には積極的に行うべきである

が、その際、特にLearning Process Approachにおける協力の対象・具体的内容の定まり

方（熟度）に応じた関係構築に留意し、特に立ち上げ所期の段階においては、原則として

「緩やかな連携」を旨とすること。
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３）本部においては、現場を重視し、現場サイドのニーズに対して可能な限り柔軟かつ迅速に

対応することは当然のことながら、現場サイドや本邦のプロジェクト関係者から積極的な提

言が随時なされるためのチャンネルを常時確保すること。また、Community Empower-

mentなどを志向する既往の案件の教訓から学び、これを現場サイドにフィードバックする

こと。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．討議議事録

２．ミニッツ

３．地域開発センターの設立のため

　　ソコイネ農業大学評議会へ提出されたプロポーザル

４．実施協議調査団との協議議事録（タンザニア側作成）

５．R/D署名についての新聞記事
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１．１．１．１．１．短期調査員の派遣短期調査員の派遣短期調査員の派遣短期調査員の派遣短期調査員の派遣

１－１　調査員派遣の経緯と目的

　タンザニア連合共和国においては、現在「タンザニア2025年開発展望」を策定中であり、同計

画の中で貧困の軽減率を年８～10％とする目標を掲げ、これを実現するために必要な人的資源開

発が急務とされている。これに対処するため、タンザニア政府は、タンザニア人が主体性をもっ

て自国の開発に取り組み、その成果を地域住民と近隣諸国と共有・活用するための拠点としての

地域開発センターをソコイネ農業大学に設置し、モデル地区における実証・事例研究を通して在

来技術を再評価しながら、独自の地域開発手法を確立したいとして、プロジェクト方式技術協力

を我が国に要請してきた。これを受けて、タンザニア側の要請内容と背景の詳細について確認し、

プロジェクト方式技術協力実施の可能性を検討する基礎資料を収集するため、1997年10月に基礎

調査団が派遣された。その後、1998年５月には先方の実施体制を確認し、プロジェクトの目標、成

果、活動、投入を策定しながら、協力の範囲を明確にすることを目的として事前調査団が派遣さ

れた。基礎、事前調査の結果、タンザニア国における貧困対策支援に資する本件の必要性、緊急

性及び熟度はいずれも高いことを確認している。

　今次短期調査員は、協力内容の詳細についての協議、双方の取るべき措置などの確認、並びに

以下項目についての調査を行い、日本側及びタンザニア側双方のプロジェクト実施に向けた諸準

備を促進する目的で派遣されたものである。

(1) プロジェクト実施体制（予算・人員配置計画・プロジェクトの運営体制）

(2) モデル地区調査実施計画

(3) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の確認

(4) 相手側実施機関の組織体制の再確認

(5) 施設設備の検討

(6) プロジェクト実行計画及び日本側投入（専門家派遣、研修員受入、供与機材）

(7) 治安状況・安全対策を含む生活・勤務環境

１－２　調査員の構成

担当分野 氏　　名 所　　　　　属
地域開発 伊谷　樹一 宇都宮大学農学部
協力企画 江口　秀夫 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課課長代理
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) 科学技術高等教育省

　Mr. Pius Ng'wandu Minister

(2) ソコイネ農業大学

　Prof. A. B. Lwoga Vice Chancellor, SUA

　Prof. P. M. Msolla Deputy Vice Chancellor, SUA

　Mr. S. P. Mkoba Registrar, SUA

　Mrs. A. M. Kapungu Bursar

　Dr. R. B. Mabagala Acting Dean, Faculty of Agriculture

　Dr. R. P. C. Temu Associate Dean,

Faculty of Forestry and Nature Conservation

　Dr. R. M. Wambura Director, Institute of Continuing Education

日順 月日 曜 移　動　及　び　勤　務 宿 泊 地
１ 10/28 水 成田（JL417）12:00～チューリッヒ（SR292）20:40 機内泊
２ 29 木 ～ダルエスサラーム着 10:20

14:00　JICA事務所打合せ（中井所長、古川所員）
15:30　大使館表敬（太田公使、河野書記官）

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

３ 30 金  a.m.　移動（ダルエスサラーム～モロゴロ）
14:30　ソコイネ農業大学表敬（Prof. Msolla副学長）
15:00　角田専門家と打合せ、学内調査（センター候補地ほか）

モロゴロ

４ 31 土 モデル地区調査（Mr. Uluguru） モロゴロ
５ 11/ 1 日 モロゴロ生活事業調査、資料整理 モロゴロ
６ 2 月  8:30　ソコイネ農業大学関係者と協議（タスクフォースメンバー）

11:00　科学技術高等教育大臣との面談（学長、副学長同席）
モロゴロ

７ 3 火  8:30　ソコイネ農業大学関係者と協議（タスクフォースメンバー） モロゴロ
８ 4 水  8:30　ソコイネ農業大学関係者と協議（タスクフォースメンバー）

　　 　ミニッツ案作成
モロゴロ

９ 5 木 10:00　学部長会議（Deans Committee）にて報告、審議、ミニッツ案の承認
12:30　ミニッツ署名・交換　　　移動（モロゴロ～イリンガ）

イリンガ

10 6 金 移動（イリンガ～ムビンガ）
19:00　ムビンガ県知事との面談

ムビンガ

11 7 土 モデル地区調査（ムビンガ） ムビンガ
12 8 日 移動（ムビンガ～イリンガ） イリンガ
13 9 月 移動（イリンガ～ダルエスサラーム） ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ
14 10 火 10:00　科学技術高等教育省次官表敬（学長同席）

14:30　JICA事務所報告（中井所長）
15:30　大使館報告（佐藤大使）

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

15 11 水 【江口調査員】
エティオピアでの
業務のため移動

【伊谷調査員】
JICA事務所打合せ
母子保健プロジェクト松林リーダーと意見交換

ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ

16 12 木 JICA事務所打合せ、機材現地調達調査 ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ
17 13 金 ダルエスサラーム（BA2066）20:10～ 機内泊
18 14 土 ロンドン着 4:50　ロンドン発（JL404）10:30～ 機内泊
19 15 日 成田着 7:10
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　Dr. B. J. Kasimila Director, Development Studies Institute

　Mr. S. Neke Acting Coordinator, Basic Science Unit

　Mr. S. S. Mbwana Acting Director, Sokoine National Agricultural Library

　Prof. A. Z. Mattee Task Force Chairman

(Dept. of Agric. Education & Extension)

　Prof. D. F. Rutatora Task Force Member

(Head, Dept. of Agric. Education & Extension)

　Prof. M. M. A. Mtambo Task Force Member

(Dept. of Veterinary Medicine & Public Health)

　Dr. G. C. Monela Task Force Member (Head, Dept. of Forest Ecnomics)

　Mr. R. L. Massawe Task Force Member (Acting Chief Planning Officer)

　角田　　学 個別派遣専門家

(3) ムビンガ県

　Mrs. G. Mesaki Mbinga District Commissioner

　Mr. M. Mhagama District Administrative Secretary

　Mr. J. M. Lindi District Agriculture and Livestock Officer (DALDO)

(4) 在タンザニア日本国大使館

　佐藤 啓太郎 特命全権大使

　太田　裕造 公使

　河野　雅之 一等書記官

　田港　朝彦 二等書記官

(5) JICAタンザニア事務所

　中井　信也 所長

　古川　光明 所員
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

(1) 本案件は、JICAがソコイネ農業大学において1994年から1997年まで実施した研究協力「ミ

オンボウッドランドにおける農業生態総合研究」の成果を受けて、タンザニア政府が環境及び

在来技術に配慮した地域開発の実証研究と実践を行う地域開発センターを設置することを計画

し、プロジェクト方式技術協力による協力が要請されたものである。日本側はこれまで1997

年10月の基礎調査、さらに1998年５月の事前調査を行って協力の妥当性を確認し、基本的な

協力の枠組みについてタンザニア側と合意済みである。したがって、今回の短期調査において

は、これまでの協議結果を確認するとともに、協力内容の詳細についての協議、双方の取るべ

き措置などにつき確認等を行い、これらをミニッツに取りまとめ署名交換した。

(2) 大学側は地域開発センターを学部と同レベルの独立した組織として位置づけ、組織機構に

ついて1998年８月の大学評議会（SENATE）及び９月の大学理事会（COUNCIL）において

設置が認可された。大学側は要請提出以降、学内にタスクフォースを結成し、本構想の準備を

進めてきた。タスクフォースのメンバーは各学部の学科長クラスであり、本案件に対し、全学

的な取り組みの姿勢と極めて高い自助努力を示している。この意味においてタンザニア側の

オーナーシップは高く、日本側の協力をパートナーシップと位置づけて基礎調査時点以降の協

議が継続されてきていることからも、我が国の協力方針への理解が十分になされていると言え

る。

　調査チームが大学において協議中に、科学技術高等教育大臣Ng'wandu氏がソコイネ農業大

学を訪問するという事態があり、面談の機会が得られた。大臣は、ソコイネ農業大学が地域開

発に取り組む重要性を述べるとともに、駐日大使経験者ということもあり、日本との協力に全

面的支援の意向を述べるとともに、本プロジェクトへの高い期待を示した。

(3) 本件プロジェクト方式技術協力は、大学内に新たに設置される『地域開発センター』の基

盤づくりを支援するものであり、センターの組織づくり支援・キャパシティービルディングを

意図している。プロジェクト目標は、２つのモデル地区を選定し、これら地区での調査・研

究・実践の諸活動を通じて、地域開発手法を確立しようとするものである。さらに地域住民の

内発的発展能力を高め、持続可能な開発を住民自身が行えるように支援することが期待されて

いる点から貧困緩和に資する案件と位置づけられる。センターには、①社会経済、②環境保

全、③資源管理の３つのセクションと情報ユニットが置かれることになる。情報ユニットは各

セクションが収集するさまざまな情報を取りまとめ、得られた情報を学内及び地域住民に

フィードバックすることで更に内発的発展を促す役目を担うことが期待されている。また、モ
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デル地区として研究協力で実績のあるムビンガ（Mbinga）地区及び大学からの距離の近いウ

ルグル（Uluguru）地区が選定されている。

　今回の協議においてPDMに基づく５年間のプロジェクト方式技術協力実行計画を作成した。

また、初年度計画としては、以下の３点が重点課題として設定された。

１）センターの大学内での基盤整備

２）ムビンガ地区では前述３セクションによる調査研究活動の継続と分析及び開発課題への取

り組み支援

３）ウルグル地区では具体的地域の絞り込みと各種調査研究（自然環境、社会経済、環境保

全、在来技術等）の準備及び住民との関係構築

(4) タンザニア側からは本案件の効果的な推進のため、実験室、コンピュータ室、研究室など

を含む施設建設支援の要望が出された。センター設立構想のなかで、本施設の位置づけは日本

側が技術協力を行う上で重要であるが、タンザニア側では事務部門は自助努力により施設整備

をする姿勢をみせており、支援する意義は大きい。規模的にはプロジェクト基盤整備費による

対応が適当であり、かつプロジェクトの初期の段階での対応が必要であるため、実施協議の討

議議事録（Record of Discussions: R/D）に本件支援を含めることが望ましい。

(5) 本案件は内容が地域開発への取り組みであり、これはタンザニア国内ばかりでなくアフリ

カにおける共通する重要課題である。この課題に取り組む機関として新しくセンターを設立す

る際して、タンザニア側は過大な構想に陥らず、現実的で実現可能なレベルから歩み出してい

る。一方でタンザニア側は将来計画として、このセンターが期待されている機能を充実し、発

展させていくことで、学際的な学生教育、住民参加型ワークショップの開催、開発手法の他地

域への適用、情報発信・アフリカ域内における拠点センターへの発展などを視野に入れてい

て、今回の５年間のプロジェクト方式技術協力によりその可能性を高めたいと意欲を見せてい

る。同センターが将来的に拡大発展し、案件として熟度が高まった場合には無償資金協力を利

用した更なる支援も検討され得ると見込まれる。

　また、域内協力の観点からは本件プロジェクト方式技術協力と隣国ケニアのジョモ・ケニ

ヤッタ農工大学との連携も検討され得るであろう。

(6) 派遣される専門家の安全・生活環境面に関し、治安の面では大学のあるモロゴロ地区（首

都ダルエスサラームから西方約200㎞）はダルエスサラームに比べて凶悪犯罪は少ないとはい

え、十分な配慮が必要である。住居は大学側が供給するとしているが、軒数が限られており、

仮に提供されたとしても大幅な修復・整備、環境フェンスの設置などの安全対策を行うことが
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不可欠である。

(7) 認可された同センターは機能的には1999年７月に正式にスタートするが、大学側はセンター

長及びシニアスタッフ任命の準備を既に進めており、1999年３月の大学理事会に向けて1999/

2000年度研究計画・予算計画の策定をする方針で実体的に動き出している。したがって、設

立準備段階の時点から日本側協力を開始することが望ましいとの判断のもと、プロジェクト方

式技術協力の開始時期を1999年５月に設定することで合意した。本案件は TICAD II以降の

対アフリカ協力という位置づけからも協力の緊急性があり、これらのことからプロジェクト方

式技術協力の早期実現に向け、できるだけ早い時期に実施協議調査団を派遣することが望まし

い。
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３．３．３．３．３．プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制

３－１　実施機関の組織と人員配置計画

　地域開発センター（SUA Center for Sustainable Rural Development: SCSRD）は大学内で学

部と同格の機関として位置づけられ、その内部はセンター長、３つのセクション（社会経済、環

境保全、資源管理）と情報ユニット及び事務部門で構成されることになる。センター長は、大学

の最高責任者である学長が任命し、大学評議会（SEATE）の承認を経て決定される。理事会は３

か月ごとに開催されるので、センター長は早ければ1998年12月にも選出される運びとなっている。

各セクションには責任者としてシニアスタッフが配置されるが、センター長は、学長、学長代理、

タスクフォースのメンバーと協議した上、それらを選出して学内評議員会（BOARD）での了承を

得ることになる。事務部門は、事務官（１名）、技官（１名）、秘書（２名）、事務補佐官（１名）、

運転手（３名）の計８名で構成する予定である。すべてのスタッフが当センターの専任となるこ

とを要請しているが、大学の人件費や他学部の人材の補充を配慮すれば、当面は他学部の業務を

兼任するスタッフが出る可能性もある。各セクションには、さらに１～２名のジュニアスタッフ

が配置されることになっている。ジュニアスタッフは若手教官から採用され、将来のセンターを

担う人材として、おもに現地での調査活動に従事する。

　各セクションのスタッフはそれぞれ関連分野から選出され、社会経済セクションは農学部の農

業教育普及学科と農業経済学から、環境保全セクションと資源管理セクションは農学部、林学部、

獣医学部のいずれかの学科から採用されることになる。なお現在、センター長の下に副センター

長の設置を検討中であり、設置が認められた場合には、シニアスタッフが配置されることになる。

　日本側の協力体制は、チーフアドバイザー、調整員、長期及び短期専門家で組織され、各専門

家は分野ごとにセンター内のいずれかのセクションに所属し、タンザニア側のシニアスタッフ及

びジュニアスタッフをカウンターパートとして活動することになる。

　地域開発センターの機構は図１、ソコイネ農業大学におけるセンターの位置づけは図２を参照

する。
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図１　Structure of SUA Center for Sustainable Rural Development

３－２　プロジェクトの運営体制

　当センターは、情報収集、事例分析、実践などを通した地域開発へのアプローチを行う各学科

と、それを統括する委員会及び情報部門から構成される（図１）。プロジェクトはソコイネ農業大

学メインキャンパス内に設置される施設を本拠地とし、２つのモデル地区に設けるアウトリーチ

ステーションを拠点として調査活動を行う。それぞれのアウトリーチステーションにはジュニア

スタッフが１人ずつ常駐し、地方自治体や住民との連携を保ちながらプロジェクト運営をサポー

トする（図３）。なお、プロジェクト開始後は、ソコイネ農業大学学長を議長とする合同運営委員

会を設置し、プロジェクトの活動のレビューを行うとともに円滑な運営を図ることにしている。

　地域開発を行うためには、さまざまな分野の専門家による学際的な現地調査が不可欠であるた

め、必要に応じてスタッフを募ることになるが、ソコイネ農業大学にある４つの学部と５つの研

究機関及びセンターは全面的な協力を約束している。また、同大学はダルエスサラーム大学や民

間の研究機関と密接に交流しており、それら外部機関からの協力の可能である（図４）。
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図２　Position of the SCRD within the SUA Organization Structure

図３　Serxice Kink Structure withinSUA
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図４　Service Link Structure with Outside
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３－３　プロジェクトの実行計画

　活動はSUAメソッド（持続可能な地域開発手法）の確立をめざし、２つのモデル地区（ムビン

ガ地区とウルグル地区）で行われる。

(1) ムビンガ地区：1994年から３年間行われた研究協力プロジェクトとその後の活動により、当

地の自然環境、歴史、在来技術、社会構造、経済システムなど、住民の生業システムにかかわ

る諸情報を収集し、それらの相互関係や問題点を明らかにしてきた。また、住民参加セミナー

を開催したことにより、プロジェクトの趣旨は広い地域で周知のこととなっている。本プロ

ジェクトではそれらを基盤として、当地自治体や住民との連携を更に深めながらSUAメソッ

ドの確立を支援し、地域が抱える諸問題に対する解決策を探る。当初の活動としては、調査を

継続しつつ既知の問題点を整理し、問題解決の具体的な方法を計画する。計画実施の可能性を

多角的に検討しながら、プロジェクト後半には計画の実施とその検証を行う。

(2) ウルグル地区：ウルグル山域は、傾斜地での定着農耕を主な生業としているという点では

ムビンガ地区と共通しているが、他の自然環境、社会環境、立地条件などの要素には多くの相

違点があり、「生業システムとその周辺要素との相互関係」という重要な課題にとっては好ま

しい対照である。初年度にはまず域内で広域調査を行い、自然環境、村落の分布やそれらの関

係など、ウルグル山塊の概観を把握すると同時に、重点調査地区の選定並びにアウトリーチス

テーションの設置を行う。ここではムビンガ地区で行ってきたデータ収集手法に基づいて、実

践的な調査活動を行い、汎用性のある SUAメソッドの確立をめざす。また、ウルグル山塊は

ソコイネ農業大学のあるモロゴロ市の後背地であり、その立地条件とムビンガ地区の実績を考

慮して、問題提起から実施結果の検証に至るＷ型サイクル実施期間の短縮も目的の１つとして

いる。

３－４　予　算

　同センターの施設整備、管理、事業に係るローカルコストの見積りを表１～表３に示す。

　タンザニア側は既存施設の改築費、センター敷地内の整備費の一部、センター経営の経常経費

及びスタッフの給料などについて負担するとしている。一方、日本側にはセンター新規施設の整

備、アウトリーチステーションの改修及び設置、実証調査研究活動、住民参加セミナー開催など

の各種事業についての支援が求められている。構造調整下にあるにもかかわらず、大学内にセン

ターを新設し、新たにスタッフを配置しようとするタンザニア側の本案件に対する期待とオーナー

シップは高く、また、たとえばセンター施設についても既存部分はタンザニア側での予算確保を

表明している点からもわかるように、コストシェアリングの好ましい対応もあることから、同国
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の財政事情を勘案して、手厚いローカルコスト支援が必要である。

　タンザニア側は初年度（1999/2000年）の運営活動費を9,400万タンザニアシリング（日本円で

約1,700万円。１＄＝680Tsh.１＄＝120円）、５年間の事業費を28億タンザニアシリング（約５

億円）と見積っている。今後タンザニア側のオーナーシップを尊重しながら、プロジェクトの活

動、諸事業を支援していくことになるが、これら経費のなかには日本側としては機材供与で対応

すべきもの、またその内容を協議して支援を決定して行くものなどが含まれており、今後十分に

協議しながら本プロジェクトのパートナーとしての役割を果たして行くべきであろう。

表１　Fiscal Expenditure Estimate for 1999/2000

(Running Cost)

No Description of Item Estimate (Tshs)
Office Running Cost 30,000,000
　①Stationaries 3,000,000
　②Printing Photocopy 1,300,000
　③Communication (Tel/Fax, E-mail, Stamps, etc.) 12,000,000
　④Vehicle Insurance 3,500,000
　⑤Local Employment/Temporary Labour 4,800,000
　⑥Maintenance of Offices 3,000,000

1.

　⑦Meetings including Academic Seminars 2,400,000
Vehicle Maintenance and Fuel 20,000,000
　①Diesel/Petrol and Lubricants including Field work 8,000,000
　②Car Maintenance and Spares 6,000,000

2.

　③Tyres 6,000,000
Field Operations of
Socio-economy Section
Resource Management Section
Environmental Conservation Section

36,000,000

　①Maintenance of Field Labs (Outreach Stations) 5,000,000
　②Field Experiments 12,000,000
　③Model Projects 10,000,000
　④Farmers' Seminars at the Field 6,000,000

3.

　⑤Field Surveys and Extension Activities 3,000,000
Information Unit 8,000,000
　①Publication 4,000,000
　②Purchase of Documents 2,000,000
　③Network Activities 700,000
　④Assembling of Audio-visual Materials 800,000

4.

　⑤Advertisement Activities 500,000
Sub-total 94,000,000
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表２　Expenditure Estimate of SCSRD for 1999-2004

(without Running Cost)

表３　Estimate of SUA’s Contribution

No Description of Item Estimate (Tshs)
1. Vehicles for Field Work 160,000,000
2. Equipments for Rural Development Activities 2,300,000,000
3. Physical Facilities (Renovation/Construction) 230,000,000
4. In-country Scholarship 42,000,000
5. Farmers’ Seminar/Workshop 25,000,000
6. Conference 30,000,000
7. Publication 15,000,000
8. Staff Exchange Programme 24,000,000

Sub-total 2,826,000,000

No Description of Item Estimate (Tshs)
1. SUA’s proposed annual budget for SCSRD to the Treasury 30,000,000
2. Staff Salaries

(4 Senior Staff, 6 Junior Staff, 3 Administrative Staff) 31,200,000

3. Basic Utilities (Electiciry, Water, etc.) 5,000,000
Sub-total 66,200,000
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４．４．４．４．４．日本側投入計画日本側投入計画日本側投入計画日本側投入計画日本側投入計画

４－１　専門家派遣

　今回協議においては、事前調査団がタンザニア側と合意しているプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）について確認を行った。（追加の文、語彙の訂正はあるが本質的な変更ではな

い）さらに、プロジェクトの活動計画についてはPDMの「成果」、「活動」に基づき、地域開発セ

ンター、モデル地区(a)マテンゴ高地、モデル地区(b)ウルグル山域の３つのコンポーネントに分

解して、５年間及び初年度の活動計画を協議して取りまとめた。

　このプロジェクトを支援する長期専門家は、チーフアドバイザー、調整員、社会経済、資源管

理、環境保全の５分野を想定している。プロジェクトの初期の段階ではまずチーフアドバイザー

と調整員を派遣して実施体制の整備を開始し、以降適当な時期をもって各分野の専門家を順次派

遣することが現実的である。分野専門家が３名とも派遣されていることが理想的な形態ではある

が、本センターにおいては各セクションが独立して調査研究を行うことはなく、学際的に地域開

発の諸問題に取り組むことになるので、分野専門家も他のセクションをカバーしながらタンザニ

ア側を支援することが可能であり、３分野の長期専門家が必ずしも全員同時期に派遣されている

必然性はないものと考えられる。短期の専門家を適時のタイミングで派遣することでも十分な支

援は可能と考えられる。なお、短期の専門家派遣については活動の内容で重点となるテーマを見

極めて計画を立案する必要がある。プロジェクト前半の段階ではモデル地区でのフィールド調査

を支援する各分野の専門家が必要である。一方、後半の段階では地域の課題解決支援のため、日

本からの短期専門家を派遣するか、またはローカルリソースを利用するかの検討をすることにな

ろう。短期専門家派遣の規模としては相手側の地域開発センターの規模及び活動計画から判断し

て毎年４～７名程度が適当と思われる。

４－２　研修員受入れ

　当地域開発センターは、センター長以下、シニアスタッフ及びジュニアスタッフが配置される

計画である。毎年２～３名の規模で、シニアスタッフに対しては大学/研究機関での地域開発研究

の手法並びに評価に関する研究（１～２か月）、またジュニアスタッフに対しては調査研究に用い

る特定調査手法の習得を中心とした研修（３～６か月）が適当である。また、本センターを全学

的に支援すると表明している大学関係者、科学技術高等教育省の関係者についての研修受入れも

検討すべきである。

　なお、初年度にあたる1999年度に関しては、実施協議調査団が派遣されるまでにはセンターの

陣容が明らかになると思われるので、現地に派遣されている角田専門家と十分連絡を取りながら
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受入れ計画を検討することが必要である。

４－３　機材供与

　今回協議で日本側は、４つのカテゴリーに分けて協力することが合意した。

(1) 共通機材（車両、オーディオビシュアル機材ほか）

(2) 実験室機材（分析機器、電子天秤、試料保存用冷凍/冷蔵庫ほか）

(3) 情報処理機材（コンピューター、プリンター、コピー機ほか）

(4) フィールド調査、フィールド活動用の各種機材

　詳細内容についてはタンザニア側がさらに検討して、より具体的なリストを作成することにし

ている。プロジェクトの実行計画から考えると、プロジェクト初年度は車両、情報処理機材、フィー

ルド調査用機材を重点的に供与し、２年目に実験室機材を中心として供与する計画が妥当である。

４－４　施設整備

　大学側は機構的に新たにセンターを設置することを決定したが、その活動の拠点となるセンター

の施設整備について日本側からの一部支援を要請している。センター予定地は、大学の管理棟に

近いところであり、また、協力関係が期待される他の学部/センターとのアクセスも都合のよい敷

地が提供されることになっている。既存の施設は大学側が自助努力で整備することになっており、

新規新設については計画では床面積約750㎡に各セクションの実験室及び共通ラボ等を配置し、建

設費用はおよそ3,000万円が見込まれている。本件は規模の点、内容の点からいっても妥当な計画

であり、プロジェクトの拠点として日本側がプロジェクト基盤整備費で対応することが望ましい

（図５）。

　また、モデル地区２か所のアウトリーチステーションについての支援も要請されている。ムビ

ンガ地区については既にフィールドステーションを大学側が有しており、小規模な改修、増築で

対応が可能である。ウルグル山域については初年度に対象地区の選定、住民との関係構築、関連

自治体との連携協議がなされることになっており、これらの準備を経て適当なステーションの設

置を検討して行くことにしている。

４－５　事業支援

　タンザニア側の予算確保については今後も働きかけていく必要があるが、厳しい財政事情を考

慮して調査研究活動、事業実施についての日本側の支援が不可欠である。想定される事項として、

フィールドでの実証研究、住民参加セミナー/ワークショップの開催、紀要ほか印刷物の発行（情

報発信）、地域開発関係者のカンファレンス（国内/域内、大学/行政/援助機関/NGO等）など

がある。

　また、ケニアのジョモ・ケニヤッタ農工大学とは双方向の連携可能性がある。我が国が長年支
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援してきたジョモ・ケニヤッタ農工大学において蓄積されたさまざまなノウハウがタンザニアで

も応用できることが期待され、また双方の関係を強化することで、アフリカ地域におけるネット

ワーク形成を将来的な視野にいれた支援が検討できるであろう。例をあげるならば、ジョモ・ケ

ニヤッタ農工大学で実施する第二国、第三国研修の時期にソコイネ農業大学スタッフがケニアを

訪問し、研修の内容及び運営方法を学び、本プロジェクトでのセミナー/ワークショップに役立て

る。また、タンザニアでの事業実施に際してケニア側から訪問して意見を交換するとともに、地

域開発に有用な研修についての情報をケニア側が得る。このようなことが技術交換、広域技術協

力推進などの事業を利用して可能である。
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図５　Building Layout of the SCSRD
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